
号

  　　 分任支出負担行為担当官

航空自衛隊　第３補給処調達部長

　　　　　　　　　　　 林　千里

１

２ (火）

３

４

５

６ 免

免

７

８

（注1）：中小企業信用保険法第２条第１項に規定する中小企業の場合にのみ適用される。

９ 有

10

規格 納期 摘要

(1) 無

(2) 無

(3) 無

(4) 有

(5)

(6) 有

11

(1) 　
入

(2)

(3) 　
原

(4)

(4)

　本書記載事項の詳細及び仕様書の貸出し又は閲覧については、契約担当職員に照会すること。
問い合わせ先：　契約課契約調整班地上係　０４－２９５３－６１３１（内線　３３５２）

　本件は、令和８年度予算が成立することを条件とした入札であり、当該契約にかかる令和８年度の予
算成立が令和８年４月２１日以降となった場合は、落札決定及び契約締結は予算成立日以降とする。ま
た、暫定予算となった場合は、予算措置が全額計上されているときは全期間の契約とするが、全額計上
されていないときは、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とし、本予算成立後、契約
期間を令和９年１０月２９日まで延長するものとする。

また、上記の等級にかかわらず、防衛省所管契約事務取扱細則第１８条第４項各号のいずれかに
該当する者であること。
なお、要件に該当する者で入札に参加しようとする者については、令和８年４月６日（月）１７時００分までに当
該要件を証する書類等を提出すること。

そ の 他

同 等 品 審 査 提 出 資 料 無

仕 様 書 配 布

そ の 他

各地

数量

端 数 処 理

令和9年10月29日

説 明 会

見 本 提 出

提 出 書 類 　令和７・８・９年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し。ただし、同一年度内に提出実績
があるものについては、変更が無いものに限り省略できるものとする。

下 請 負 の 制 限

入 札 に 関 す る 条 件

　原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただし、真にやむを得
ない事由を防衛省指名停止権者が認めた場合には、この限りではない。

　仕様書第２．４項に定める本役務の実施体制並びに第４．４項に定める情報保全に係る履行体制に関
する資料を提出し、適合すると認められること（提出期限：令和８年４月６日（月）１７時００分まで
（行政機関の休日を除く）。必要に応じ追加資料の提出を求めることがある。）。
　なお、秘密等の取扱に係る契約を現に履行中である場合、契約書の表紙、仕様書の該当箇所を添えて
申し出たときは、仕様書第４．４項に定める情報保全に係る履行体制に関する資料の提出は免除するも
のとする。

　入札書に記載された金額の１００分の１１０に相当する金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとし、当該端数金額を切り捨てた後に得られる金額をもって、申込みがあったものとする。

内 訳 明 細 書 提 出

見 積 （ 事 前 ） 提 出

M-26-021A-JL7E-KB-0076
衛星妨害状況把握装置　技術支援
（その２）

仕様書の
とおり

1 SE

適 用 す る 契 約 条 項

契約書作成の必要の有無

入 札 に 付 す る 事 項

調達管理番号 品名

役務請負一般契約条項、
整備技術利用役務契約に関する特約条項、
装備品等秘密の保全に関する特約条項（装備品等の調達にかかる秘密保全対策ガイドラインを含む。）、
秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項、
装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保に関する特約条項、
談合等の不正行為に関する特約条項、
暴力団排除に関する特約条項、
債権譲渡制限特約の部分解除のための特約条項（注1）

納地
（搬入地）

入 札 の 無 効 　４の参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

（2）郵便入札　　　　　　　　　　　　  可
　郵便等による入札要領について（公示第２７号（平成２９年３月２７日））に基づき実施すること。

保 証 金 (1) 入札保証金

(2) 契約保証金

(4) 防衛省指名停止権者又は航空幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停
止の措置を受けている期間中の者でないこと。

(5) 前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の
売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。

(6) 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者として、国発注業務
等からの排除対象者として指定されている者でないこと。

入 札 方 法 （1）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０．０パーセントに相当する額を加算した金
額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。ただし、入札金額に非課税の項目
がある場合は、課税金額のみ１０パーセントを加算した金額を落札価格とするので、見積もった金額の課税金額の
みに１１０分の１００に相当する金額と非課税金額を合算した金額で入札書に記載すること。

(3) 令和７・８・９年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ，Ｂ，Ｃ」等級いずれか
に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。

入 札 方 式 一般競争入札

入 札 及 び 開 札 日 時 令 和 ８ 年 ４ 月 ２ １ 日 １ ３ 時 ４ ０ 分

入 札 及 び 開 札 場 所 第３補給処　１号庁舎１階　第２商議室

参 加 資 格 (1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

記
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令 和 8 年 3 月 6 日

公　　　　　告

下記により入札を実施するので、「入札及び契約心得」(平成２０年３補公示第９９号)を熟知の上、参加されたい。



別紙様式第3-9

　貴公告又は通知に対し、入札及び契約心得に示す内容及び適用する契約条項等を

承諾又は誓約の上、下記のとおり提出します。

分任支出負担行為担当官

航空自衛隊第３補給処調達部長　　

殿

住　　所

会 社 名

代表者名

担当者名

連 絡 先　　

※　記載要領（「消費税及び地方消費税」を以下「消費税」という。）
（１）課税事業者：適用する消費税率に応じて、100/（100＋適用税率）に相当する金額を記載する。
（２）免税事業者：課税事業者に適用される消費税率が適用されたと仮定し、上記と同様の金額を記載する。
（３）入札書のときは見積書の字句を、見積書のときは入札書の字句を、それぞれ抹消の上使用する。
（４）品名、数量が少ないときは余白に斜線を引く。

業者コード

合計

令和8年4月21日

単価

衛星妨害状況把握装置　技術支援
（その２）

仕様書の
とおり

1 SE

金額

入札書（見積書）

入札（見積）金額　 ￥

調 達 管 理 番 号 M-26-021A-JL7E-KB-0076

入 札 （ 見 積 ） 件 名 衛星妨害状況把握装置　技術支援 （その２）

納 期 （ 履 行 期 限 等 ） 令和9年10月29日

納 入 （ 履 行 ） 場 所 各地

品名（件名） 規格等 数量 単位


